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潜
在
力
に
期
待

　

2
0
2
4
年
9
月
に
施
行
さ
れ
た
改
正

産
業
競
争
力
強
化
法
に
よ
り
、
中
小
企
業

を
除
く
「
従
業
員
2
0
0
0
人
以
下
」
の

法
人
が
「
中
堅
企
業
者
」
と
定
義
さ
れ
た
。

こ
れ
ま
で
は
中
小
企
業
基
本
法
に
基
づ
き
、

「
従
業
員
が
一
定
以
下
」（
例
え
ば
製
造

業
・
建
設
業
・
運
輸
業
な
ど
の
場
合
、

3
0
0
人
以
下
）、
あ
る
い
は
「
資
本
金
・

出
資
金
3
億
円
以
下
」
の
企
業
が
中
小
企

業
と
位
置
付
け
ら
れ
、
こ
れ
を
上
回
る
規

模
の
法
人
が
「
大
企
業
」
と
扱
わ
れ
て
い

た
。
こ
れ
ら
大
企
業
と
中
小
企
業
の
間
に

「
中
堅
企
業
」
が
新
た
に
設
け
ら
れ
、
約

9
0
0
0
社
の
該
当
企
業
が
生
ま
れ
た
。

　

改
正
産
業
競
争
力
強
化
法
で
は
、
賃
上

げ
や
投
資
な
ど
に
積
極
的
な
、
成
長
意
欲

の
高
い
中
堅
企
業
を「
特
定
中
堅
企
業
者
」

に
指
定
し
、設
備
投
資
や
M
&
A
（
合
併
・

買
収
）
を
促
進
す
る
税
制
措
置
を
講
ず
る
。

　

政
府
が
中
堅
企
業
の
成
長
に
注
力
す
る

理
由
は
何
か
。
中
堅
企
業
は
地
域
経
済
の

中
核
的
な
存
在
で
あ
る
こ
と
が
多
く
、
成

長
促
進
の
余
地
が
大
き
い
と
見
ら
れ
る
た

め
で
あ
る
。
経
済
産
業
省
に
よ
る
と
、
中

堅
企
業
は
過
去
10
年
間
の
設
備
投
資
伸
び

率
が
37
・
5
％
、
給
与
総
額
の
伸
び
率
が

18
・
0
％
と
、
そ
れ
ぞ
れ
大
企
業
を
上
回

っ
て
お
り
、
潜
在
力
は
大
き
い

1

。
経
産

省
の
藤
木
俊
光
経
済
産
業
政
策
局
長
は
今

年
2
月
に
デ
ロ
イ
ト 

プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
と

朝
日
新
聞
社
が
主
催
し
た
フ
ォ
ー
ラ
ム
で
、

「（
中
堅
企
業
と
い
う
グ
ル
ー
プ
は
）
成
長

す
れ
ば
必
ず
生
産
性
が
高
く
な
る
」
と
期

待
感
を
示
し
て
い
る
。

　

政
府
は
地
方
銀
行
や
投
資
フ
ァ
ン
ド
を

は
じ
め
と
す
る
金
融
機
関
、
経
済
団
体
な

ど
の
民
間
と
連
携
し
、
中
小
企
業
を
中
堅

企
業
に
、
中
堅
企
業
を
大
企
業
に
、
そ
れ

ぞ
れ
の
成
長
を
促
し
た
い
考
え
だ
。
新
規

事
業
・
市
場
の
開
拓
、
再
編
を
通
じ
、
経

済
成
長
や
地
域
の
雇
用
拡
大
と
賃
上
げ
に

つ
な
げ
る
狙
い
も
あ
る
。
石
破
茂
政
権
が

掲
げ
る
地
方
創
生
2
・
0
に
お
い
て
も
、

中
堅
企
業
の
成
長
は
重
要
な
テ
ー
マ
と
な

っ
て
き
た
。

　

た
だ
し
、
中
堅
企
業
に
は
「
成
長
の
屈

曲
点
」
が
存
在
す
る
と
指
摘
さ
れ
る

2

。

日
本
で
は
、
11
年
度
か
ら
21
年
度
ま
で
の

10
年
間
で
中
堅
企
業
か
ら
大
企
業
へ
と
従

業
員
規
模
が
成
長
し
た
企
業
の
割
合
が
米

欧
先
進
国
と
比
べ
て
低
か
っ
た（
図
表
1
）。

　

政
府
は
今
後
の
中
堅
企
業
支
援
政
策
を

軌
道
に
乗
せ
る
た
め
、
業
種
固
有
の
課
題

や
経
営
戦
略
へ
の
示
唆
を
ま
と
め
て
い
る
。

中
堅
企
業
が
陥
り
や
す
い
「
屈
曲
点
」
を

特
定
し
、
解
決
策
を
導
く
こ
と
が
課
題
と

な
る
。

　
政
府
が
経
済
・
地
域
活
性
化
に
向
け
た
切
り
札
と
し
て
、「
中
堅
企
業
」
の
成
長
支
援
政
策
に
乗
り
出
し
た
。
中
堅
企

業
が
「
成
長
の
屈
曲
点
」
を
乗
り
越
え
る
た
め
に
必
要
な
施
策
と
は
何
か
。
求
め
ら
れ
る
の
は
、
人
材
戦
略
と
成
長
投
資
、

こ
れ
ら
を
支
え
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強き

ょ
う
じ
ん靱
化
で
あ
ろ
う
。
い
ず
れ
に
お
い
て
も
「
自
前
主
義
か
ら
の
脱
却
」
が
問
わ
れ
て
い

く
。
こ
の
観
点
か
ら
、
中
堅
企
業
の
自
助
努
力
と
官
民
支
援
の
在
り
方
に
つ
い
て
整
理
し
た
い
。

中
堅
企
業
の
成
長
促
進
、問
わ
れ
る「
自
前
主
義
か
ら
の
脱
却
」

デ
ロ
イ
ト 

ト
ー
マ
ツ 

グ
ル
ー
プ

D
T
F
A
イ
ン
ス
テ
ィ
テ
ュ
ー
ト 

主
席
研
究
員

江
田
　
覚

　デ
ロ
イ
ト 

ト
ー
マ
ツ 

グ
ル
ー
プ

D
T
F
A
イ
ン
ス
テ
ィ
テ
ュ
ー
ト 

主
任
研
究
員

若
菜
俊
之

解 説
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政
府
内
の
議
論
を
整
理
す
る
と
、
今
後

の
中
堅
企
業
政
策
は
次
の
三
つ
の
要
素
が

焦
点
と
な
る
。

　

①
人
材
戦
略
・
人
的
資
本
経
営

　

②
成
長
投
資
と
伴
走
支
援

　

③
ガ
バ
ナ
ン
ス
強
靱
化
（
①
と
②
の
基

盤
に
な
る
）

　

い
ず
れ
も
金
融
機
関
や
経
済
団
体
な
ど

の
支
援
者
だ
け
で
は
な
く
、
中
堅
企
業
自

身
が
成
長
に
向
け
て
対
応
す
る
必
要
が
あ

る
。
本
稿
で
は「
自
前
主
義
か
ら
の
脱
却
」

（
あ
る
い
は
見
直
し
）
と
い
う
観
点
を
取

り
上
げ
た
い
。

「
人
材
戦
略・人
的
資
本
経
営
」へ
の
要
請

　

多
く
の
中
堅
企
業
は
人
材
確
保
に
お
い

て
成
長
の
屈
曲
点
に
直
面
し
て
い
る
。
経

済
産
業
省
が
23
年
に
取
り
ま
と
め
た
調
査

で
は
、
地
域
活
性
化
に
意
欲
的
な
中
堅
企

業
が
挙
げ
る
「
今
後
の
成
長
の
課
題
」
は

人
材
確
保
が
首
位
だ
っ
た
（
図
表
2
）。

デ
ロ
イ
ト 

ト
ー
マ
ツ 

グ
ル
ー
プ
が
24
年

に
中
堅
企
業
を
含
む
ミ
ド
ル
マ
ー
ケ
ッ
ト

企
業
群
に
実
施
し
た
調
査
で
も
、
同
様
の

課
題
感
が
明
確
に
表
れ
た

3

。

　

中
堅
企
業
が
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
デ
ジ
タ

ル
化
、
少
子
高
齢
化
と
い
う
三
つ
の
難
題

の
中
、
持
続
的
に
成
長
す
る
た
め
に
は
、

人
材
戦
略
と
経
営
戦
略
を
連
携
し
、
専
門

人
材
と
経
営
人
材
を
採
用
・
育
成
す
る
こ

と
が
大
切
と
さ
れ
る

4

。
求
め
ら
れ
る
対

応
は
、（
1
）
中
堅
企
業
自
身
の
人
材
戦

略
の
策
定
・
進
化
（
内
的
要
素
）（
2
）

マ
ッ
チ
ン
グ
環
境
の
整
備
（
外
的
要
素
）

─
の
2
点
だ
ろ
う
。

　

第
一
の
「
人
材
戦
略
の
策
定
・
進
化
」
は
、

企
業
自
身
が
必
要
な
人
材
を
見
極

め
、
招し

ょ
う
へ
い聘
・
育
成
す
る
こ
と
で
あ

り
、「
脱
自
前
主
義
」
が
重
要
に

な
る
。
I
T
・
A
I
（
人
工
知
能
）

人
材
や
法
務
専
門
家
、
経
営
人
材

の
起
用
、
地
域
の
大
学
・
研
究
機

関
や
海
外
か
ら
の
採
用
の
強
化
な

ど
を
進
め
る
上
で
、
賃
上
げ
や
期

間
限
定
採
用
を
前
提
と
し
た
高
給

の
支
払
い
、
役
職
や
職
務
の
設
定

な
ど
の
人
事
制
度
改
革
が
求
め
ら

れ
る
。

　

も
ち
ろ
ん
、
従
来
の
メ
ン
バ
ー
を
リ
ス

キ
リ
ン
グ
に
よ
っ
て
新
た
な
領
域
の
専
門

家
に
育
成
す
る
こ
と
も
必
要
だ
。
た
だ
し
、

デ
ジ
タ
ル
や
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
、
さ
ら
に

意
思
決
定
な
ど
の
専
門
性
が
高
い
領
域
で

は
、
能
力
開
発
を
外
部
の
教
育
機
関
に
依

頼
す
る
こ
と
が
前
提
に
な
り
、
外
部
か
ら

の
招
聘
同
様
に
人
事
制
度
の
見
直
し
は
避

け
が
た
い
。

　

第
二
の
「
マ
ッ
チ
ン
グ
環
境
の
整
備
」

は
政
府
や
自
治
体
、
金
融
機
関
、
民
間
企

業
に
よ
る
支
援
の
拡
充
が
期
待
さ
れ
る
。

中
堅
企
業
の
人
材
確
保
に
課
題
感
が
目
立

つ
背
景
に
は
、「
大
企
業
→
中
堅
企
業
」「
都

市
部
（
特
に
東
京
）
→
地
方
」
と
い
う
人

材
の
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
が
少
な
い
こ
と
、

中
堅
企
業
の
魅
力
が
雇
用
市
場
に
伝
え
ら

れ
て
い
な
い
こ
と
、
が
影
響
し
て
い
る
可

能
性
が
あ
る
。
政
府
は
官
民
フ
ァ
ン
ド
を

中
心
に
し
た
地
域
経
営
人
材
マ
ッ
チ
ン
グ

促
進
事
業
を
実
施
し
て
い
る
が
、
人
材
の

「
脱
自
前
」に
向
か
う
中
堅
企
業
を
対
象
に
、

個
社
と
地
域
全
体
に
対
応
し
た
仲
介
を
進

め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

例
え
ば
、
政
府
は
24
年
度
当
初
予
算
に

お
い
て
、「
地
域
の
中
堅
・
中
核
企
業
の

経
営
力
向
上
支
援
事
業
」
に
21
億
円
を
計

上
し
た
。
同
事
業
で
は
、
デ
ジ
タ
ル
人
材

の
採
用
を
支
援
す
る
ほ
か
、
自
治
体
や
経

営
支
援
機
関
、
教
育
機
関
と
連
携
し
て
経

営
人
材
を
地
域
一
体
で
招
く
枠
組
み
を
設

け
て
い
る
。
テ
レ
ワ
ー
ク
用
共
同
オ
フ
ィ

ス
の
設
置
や
移
住
支
援
な
ど
、
都
市
部
・

地
域
の
2
拠
点
生
活
支
援
制
度
に
合
わ
せ

た
補
助
も
始
ま
っ
た
。

　

こ
れ
ら
の
事
業
は
、
官
民
支
援
を
通
じ

て
地
域
全
体
で
人
材
を
確
保
し
、
人
材
の

循
環
を
生
み
出
す
こ
と
が
狙
い
と
な
る
。

25
年
度
予
算
案
で
も
事
業
予
算
は
計
上
さ

れ
た
が
、
短
期
で
は
成
果
が
表
れ
に
く
い

面
も
あ
り
、
地
域
の
中
堅
企
業
に
対
す
る

人
材
仲
介
を
継
続
的
に
強
化
し
て
い
く
こ

と
が
期
待
さ
れ
る
。

成
長
投
資
、そ
れ
を
支
え
る
伴
走
支
援

　

経
産
省
に
よ
る
中
堅
企
業
調
査
で
は
、

「
今
後
の
課
題
」
と
し
て
人
材
確
保
に
次

い
で
成
長
投
資
が
多
か
っ
た
（
図
表
2
）。

　

前
述
の
デ
ロ
イ
ト 

ト
ー
マ
ツ
調
査
で

も
新
規
市
場
開
拓
や
M
&
A
が
「
実
現
で

き
て
い
な
い
こ
と
」
の
上
位
を
占
め
て
い

る
。
中
堅
企
業
は
M
&
A
や
海
外
市
場
開

拓
に
関
す
る
情
報
、
資
金
調
達
力
が
大
企

業
に
劣
後
し
て
お
り
、
な
か
な
か
決
断
に

踏
み
込
め
な
い
構
図
が
う
か
が
え
る
。

　

M
&
A
や
研
究
開
発
、
新
規
市
場
開
拓

は
外
部
リ
ソ
ー
ス
の
活
用
そ
の
も
の
で
あ

30

20

10

0
米国 欧州（英・仏・独） 日本

30

22

11

〈図表1〉10年間で従業員規模が
中堅企業から大企業へと
成長した企業の割合（％）

（出所）内閣官房新しい地方経済・生活環境創
生本部事務局「中堅企業の自律的成長
の実現に向けて（事務局資料）」を加工
して作成
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り
、
こ
の
点
で
も
中
堅
企
業
の
「
自
前
主

義
か
ら
の
脱
却
」
が
問
わ
れ
て
い
る
。

　

政
府
は
、
中
堅
企
業
の
大
規
模
投
資
を

後
押
し
す
る
税
制
優
遇
を
導
入
し
た
が
、

金
融
機
関
や
経
済
団
体
、
経
営
支
援
機
関

に
よ
る
、
M
&
A
な
ど
の
伴
走
支
援
は
拡

充
の
余
地
が
あ
る
。
本
稿
で
は
特
に
伴
走

支
援
の
「
領
域
の
拡
大
」
を
取
り
上
げ
、

具
体
的
に
（
1
）
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
（
2
）

規
制
緩
和
へ
の
働
き
掛
け
─
の
二
つ
の
対

象
を
示
し
た
い
。

　

政
府
の
有
識
者
会
議
で
は
、
企
業
の
改

革
に
は
「
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
」「
マ
ー
ケ
テ

ィ
ン
グ
」「
H
R
（
人
事
）」「
I
T
」

の
四
つ
の
知
識
が
必
要
と
の
指
摘
が
あ

っ
た

5

。
こ
の
う
ち
、
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

と
I
T
は
既
に
伴
走
支
援
サ
ー
ビ
ス
が

成
長
し
つ
つ
あ
る
。H
R
は
前
節
の「
①

人
材
戦
略
」
で
指
摘
し
た
通
り
、
企
業

自
身
の
人
材
戦
略
と
合
わ
せ
て
サ
ポ
ー

ト
体
制
を
整
備
す
べ
き
だ
ろ
う
。

　

残
る
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
は
中
堅
企
業

の
対
応
が
十
分
と
は
見
ら
れ
ず
、
今
後

の
潜
在
的
な
ニ
ー
ズ
を
見
込
め
る
の
で

は
な
い
か
。

　

既
存
市
場
の
強
化
だ
け
で
な
く
、
海

外
市
場
の
開
拓
、
新
規
事
業
の
創
出
に

お
い
て
も
、「
顧
客
や
需
要
の
把
握
」「
ブ

ラ
ン
ド
戦
略
の
構
築
」「
執
行
」
を
柱

と
し
た
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
は
欠
か
せ
な
い
。

そ
し
て
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
は
デ
ジ
タ
ル

広
告
と
S
N
S
の
発
展
に
よ
っ
て
大
き
く

姿
を
変
え
、
大
企
業
以
外
で
も
物
語
を
つ

む
ぎ
、
製
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
付
加
価
値
を

高
め
る
こ
と
で
成
功
例
が
現
れ
て
い
る
。

　

し
か
し
、
多
く
の
中
堅
企
業
で
は
デ
ジ

タ
ル
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の
重
要
性
が
十

分
に
認
識
さ
れ
ず
、
対
応
は
進
ん
で
い
な

い
よ
う
だ
。
官
民
の
伴
走
支
援
拡
充
策
で

は
、
M
&
A
や
設
備
投
資
の
ほ
か
、
成
長

投
資
の
一
環
と
し
て
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

改
革
が
有
力
な
対
象
領
域
に
な
り
得
る
。

　

同
様
に
、
規
制
緩
和
を
中
心
と
し

た
政
策
へ
の
働
き
掛
け
（
ロ
ビ
ー
イ

ン
グ
）
支
援
に
も
目
を
向
け
た
い
。

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
に
代
表
さ

れ
る
新
規
市
場
の
創
出
で
は
規
制
緩

和
が
カ
ギ
と
な
る
事
例
が
増
え
て
い

る
。
し
か
し
、
有
力
な
大
企
業
と
異

な
り
、
多
く
の
地
域
の
中
堅
企
業
は

政
策
的
働
き
掛
け
の
知
見
や
経
路
を

十
分
に
備
え
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。

政
府
・
自
治
体
が
中
堅
企
業
の
要
望

を
受
け
止
め
る
仕
組
み
を
整
え
る
と

と
も
に
、
中
堅
企
業
に
対
す
る
伴
走

支
援
の
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
中
に
「
政
策

へ
の
働
き
掛
け
」
を
盛
り
込
む
こ
と

は
一
案
で
は
な
い
か
。
意
欲
を
持
つ

中
堅
企
業
の
事
業
創
出
を
後
押
し
す
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
る
。

フ
ァ
ミ
リ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
に
対
応
し
た「
ガ
バ
ナ
ン
ス
強
靱
化
」

　

先
に
取
り
上
げ
た
「
人
材
戦
略
・
人
的

資
本
経
営
」
と
「
成
長
投
資
と
伴
走
支
援
」

の
2
点
を
改
善
し
て
い
く
た
め
、
基
盤
と

な
る
の
が
中
堅
企
業
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
強
化

で
あ
る
。
企
業
の
規
模
や
属
性
に
合
っ
た

ガ
バ
ナ
ン
ス
を
再
構
築
す
る
こ
と
が
、
屈

曲
点
を
乗
り
越
え
る
こ
と
に
つ
な
が
る
。

こ
の
点
も
「
脱
自
前
」
を
意
識
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。

　

特
に
注
目
さ
れ
る
の
は
、
中
堅
企
業
約

9
0
0
0
社
の
大
宗
を
占
め
る
と
さ
れ
る

非
上
場
フ
ァ
ミ
リ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
の
企
業
の

ガ
バ
ナ
ン
ス
で
あ
る
（
図
表
3
）。

　

上
場
企
業
は
株
主
に
よ
る
監
視
が
機
能

す
る
傾
向
が
あ
り
、
債
務
の
負
担
が
重
い

中
小
企
業
は
融
資
金
融
機
関
が
緊
密
に
目

配
り
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
間
に
位
置
す

る
非
上
場
フ
ァ
ミ
リ
ー
企
業
は
エ
ク
イ
テ

ィ
ー
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
デ
ッ
ド
ガ
バ
ナ
ン
ス

の
空
白
地
帯
に
陥
り
や
す
い
。

　

米
国
研
究
者
に
よ
る
フ
ァ
ミ
リ
ー
ビ
ジ

ネ
ス
の
「
三
つ
の
サ
ー
ク
ル
（
家
族
、
所

80

70

60

50

40

30

20

10

0

中堅企業G型（製造業等）n=79
中堅企業L型（小売り・サービス業等）n=32

59.5

81.3

17.7

6.3
12.7

6.3
1.3 3.1

7.6
0.0

人材確保 成長投資 DX 外部経営資源 海外展開

〈図表2〉今後の成長における最大の経営課題（回答％）

（出所）内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局「中堅企業の
自律的成長の実現に向けて（事務局資料）」を加工して作成

合計

合計

合計

非FB

ファミリービジネス
（FB）

中堅企業数
（企業数に対する割合） 

独立系
（大宗がFBと想定）

非独立系
（大宗が非FBと想定）

上場
（上場企業数対比）

非上場
（非上場企業数対比）

9030（100％）

921（53％）

3594（49％）

1745（100％）

7285（100％）

824（47％）

3691（51％）

〈図表3〉中堅企業の属性別内訳

（出所）内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局「中堅企業
の自律的成長の実現に向けて（事務局資料）」を加工して作成

skohda
Pencil
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有
、
経
営
）
モ
デ
ル
」
に
基
づ
く
と
、
成

長
期
に
あ
る
中
堅
企
業
は
家
族
（Fam

ily 

m
em
bers

＝
創
業
家
）、所
有
（O

w
ners

＝
株
主
）、
経
営
（M

anagers

＆

Em
ployees

＝
役
員
・
社
員
）
が
徐
々

に
重
な
り
合
わ
な
く
な
る
た
め
、
新
た
な

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
構
築
や
調
整
が
必
要
に
な

る
6

（
図
表
4
）。

　

こ
の
過
程
で
は
他
の
株
主
や
利
害
関
係

者
が
創
業
家
・
親
族
の
関
与
を
注
視
す
る

こ
と
に
な
る
が
、
外
部
か
ら
は
「
健
全
な

フ
ァ
ミ
リ
ー
企
業
」
と
「
不
健
全
な
フ
ァ

ミ
リ
ー
企
業
」
の
見
分
け
は
つ
き
に
く
い
。

フ
ァ
ミ
リ
ー
企
業
は
率
先
し
て
情
報
開
示

や
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
を
進
め
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
る

7

。
特
に
、
資
金
調
達
に
よ
る

事
業
成
長
な
ど
を
期
す
場
合
、
非
上
場
の

フ
ァ
ミ
リ
ー
企
業
で
あ
っ
て
も
経
営
の
透

明
性
に
つ
い
て
見
直
す
必
要
が
あ
る

8

。

　

ガ
バ
ナ
ン
ス
構
築
の
手
法
と
し
て
は
、

フ
ァ
ミ
リ
ー
憲
章
の
策
定
や
フ
ァ
ミ
リ
ー

評
議
会
、
関
係
者
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
の
開
催

と
い
っ
た
家
族
間
の
関
係
性
と
一
定
の
情

報
開
示
を
担
保
す
る
仕
組
み
が
挙
げ
ら
れ

る
9

。政
府
の
今
後
の
中
堅
企
業
政
策
で
は
、

フ
ァ
ミ
リ
ー
企
業
の
強
み
を
生
か
し
な
が

ら
、
成
長
を
実
現
す
る
道
筋
を
描
く
こ
と

が
期
待
さ
れ
る
。
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
強
化
す

る
た
め
、
事
例
紹
介
に
と
ど
ま
ら
ず
、
求

め
ら
れ
る
情
報
開
示
の
質
や
手
法
、
利
害

関
係
者
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
在

り
方
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
具
体
的
な
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
を
提
示
す
る
こ
と
が
課
題
に
な

る
だ
ろ
う
。

「
支
援
ニ
ー
ズ
」と「
供
給
力
」に
即
し
た
制
度
を

　

政
府
は
25
年
度
予
算
、
税
制
改
正
に
加

え
、
新
た
な
中
堅
企
業
に
焦
点
を
当
て
た

「
国
家
戦
略
」
を
定
め
、
政
策
を
さ
ら
に

具
体
化
し
て
い
く
。
特
に
国
家
戦
略
に
つ

い
て
は
、
中
堅
企
業
の
成
長
に
向
け
た
真

の
（
本
音
の
）
課
題
と
ニ
ー
ズ
を
特
定
し

た
上
、
中
堅
企
業
自
身
の
外
部
資
源
の
活

用
（
脱
自
前
）
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
強
化
を
後

押
し
で
き
る
か
が
問
わ
れ
そ
う
だ
。

　

確
か
に
、
創
業
以
来
の
理
念
と
中
核
事

業
を
基
に
「
自
前
主
義
」
で
持
続
的
に
成

長
で
き
る
企
業
も
あ
る
が
、「
脱
自
前
主

義
」
に
よ
っ
て
屈
曲
点
を
乗
り
越
え
た
企

業
は
多
い
。
成
功
事
例
か
ら
導
き
出
さ
れ

る
政
策
で
、
中
堅
企
業
が
納
得
し
て
経
営

戦
略
を
再
構
築
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ

れ
て
い
る
。

　

補
助
金
依
存
型
の
成
長
支
援
は
財
源
と

持
続
可
能
性
に
お
い
て
限
界
が
あ
る
。
人

材
戦
略
や
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
を
含
め
、「
支

援
に
対
す
る
中
堅
企
業
の
ニ
ー
ズ
」と「
伴

走
支
援
者
の
サ
ー
ビ
ス
供
給
力
」
を
確
認

す
る
こ
と
が
大
切
だ
ろ
う
。
今
ま
で
注
目

さ
れ
て
い
な
か
っ
た
ニ
ー
ズ
と
供
給
力
を

整
理
し
た
上
で
、
競
争
市
場
を
生
み
出
す

仕
組
み
や
環
境
を
築
け
る
の
か
。
中
堅
企

業
政
策
を
バ
ー
ジ
ョ
ン
ア
ッ
プ
し
て
い
く

た
め
の
試
金
石
と
な
る
。

【
略
歴
】

　

江
田 

覚　

こ
う
だ
・
さ
と
る

　

時
事
通
信
社
に
て
記
者
、
ワ
シ
ン
ト
ン

特
派
員
、
編
集
委
員
と
し
て
金
融
や
経
済

外
交
、
デ
ジ
タ
ル
領
域
を
取
材
し
た
後
、

2
0
2
2
年
よ
り
現
職
。
政
策
ビ
ジ
ョ
ン

の
立
案
・
発
信
支
援
な
ど
に
従
事
。
専
門

分
野
は
産
業
・
技
術
政
策
、
政
策
過
程
論
。

早
稲
田
大
学
大
学
院
政
治
学
研
究
科
修
士

課
程
在
籍
中
。

　

若
菜
俊
之　

わ
か
な
・
と
し
ゆ
き

　

米
国
に
て
経
済
学
博
士
号
取
得
後
、
カ

ン
ザ
ス
州
政
府
（D

epartm
ent of 

Revenue

）
で
税
務
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
と

し
て
2
0
1
7
年
の
ト
ラ
ン
プ
減
税
や
州

税
政
策
の
経
済
・
財
政
効
果
分
析
業
務
な

ど
に
従
事
。
21
年
、
D
T
F
A
入
社
後
、

エ
コ
ノ
ミ
ク
ス
サ
ー
ビ
ス
の
立
ち
上
げ
に

参
画
。
官
公
庁
な
ど
の
公
共
ク
ラ
イ
ア
ン

ト
を
対
象
に
、
イ
ン
フ
ラ
、
G
X
、
科
学

技
術
、
ス
ポ
ー
ツ
、
万
博
な
ど
幅
広
い
領

域
に
お
け
る
調
査
分
析
業
務
に
携
わ
っ
た
。

24
年
よ
り
現
職
。

　
（
次
頁
に
参
考
文
献
・
資
料
を
記
載
）

家族（Family members）、
所有（Owners）、
経営（Managers&Employees）
が重複

所有

所有

所有

経営

経営

経営

家族

家族

家族

創業期
家族、所有、経営が次第に分離

成長期
家族の関与が薄まり、
所有と経営が分離

成熟期
〈図表4〉三つのサークル（家族、所有、経営）モデル

※参照 Tagiuri, R., & Davis, J. （1996）. Bivalent attributes of the family firm. Family business review, 9（2）, 199-208.
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